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モニタリングの在り方検討に関する視点
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科学的知見の蓄積

持続性の確保風評被害の
抑制

• モニタリング実施現場
（傭船、サンプル採取、
分析等）の負荷を考慮

• 各モニタリング実施機
関との連携・分担によ
る全体最適化

• 分析データを着実に積み上げると
ともに、得られたデータを踏まえ
て科学的知見（メカニズムに係る
知見を含む）を蓄積

• 過去の結果等を踏まえ、科学的見
地から必要性の高い調査内容及び
最適な分析方法等を選択

• 国民の安心の確保及び国
際社会の理解に資するモニ
タリングを実施

• 情報を国内外へ発信
• 想定外の事態が発生してい
ないことの確認も必要

海域のトリチウム濃度の変動等を継続的に把握し、環境への影響に関する科学的な情報を
公表することで、風評影響の抑制につなげることを目的に実施



来年に向けたモニタリング内容の検討方針（前回の提示内容）
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【全体方針】
◼ 今後も放出される処理水中のトリチウム濃度に変動の見込みがあることを踏まえ、
トリチウムの迅速分析・精密分析を軸としたモニタリング内容に関して大きな変更は
行わない方針としつつ、評価のポイントや実施目的を踏まえて検討の余地がある点
（次頁以降）について、調整を検討。

【個別の項目に関する検討方針】
◼ トリチウムの精密分析は引き続き年４回の頻度で実施。その上で、年４回のうち
少なくとも１回は、放出停止中の実施を原則とすることで、当該海域における放出
開始以前からのトリチウム濃度の長期的な変動を把握できるようにすることを検討。

◼ 表層・底層の両方を測る必要性は低いと考えられるため、トリチウム以外の核種の
測定は表層を基本とすることを検討。ただし、放出口から3km圏内の測点のトリチ
ウムについては、引き続き傾向の有無を確認するため、念のため底層も測定するこ
とを検討。

◼ 全て検出下限値未満であり、変動がみられていない海藻類のヨウ素129について
は、頻度を年２回とすることを検討。

（次のページへ続く）



来年に向けたモニタリング内容の検討方針（前回の提示内容）
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【個別の項目に関する検討方針（続き）】
◼ 海水浴場の測点については、海水浴シーズン前とシーズン中の2回、迅速分析
と精密分析を実施している。これらは海水浴シーズンの安心確保のために実施
しているものであることを踏まえ、迅速分析による測定を基本とし、結果が２ヶ月
程遅れて出てくる精密分析は原則として実施しないことを検討。
※不測の事態には柔軟に対応。
※海水浴場周辺海域のトリチウム濃度の長期的な変動については、通常の海水のトリ
チウム精密分析（年４回）により把握することを想定。

◼ トリチウム以外の核種については、放出前のソースモニタリングにおいて、原子力
規制委員会が認可した実施計画におけるフローに基づき、汚染水中に有意な
濃度で存在する可能性がある核種が「測定・評価対象核種」として選定されて
いることを踏まえ、当該対象核種に合わせる形に変更することを検討。
※測定・評価対象核種に変更があった場合には柔軟に対応する。加えて、ガンマ線スペ
クトルによるスクリーニングも実施する。



来年のモニタリング（案）
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試料 核種 測点 頻度 下限値

海水

迅
速

トリチウム

３測点
（表層＋１測点底層）

放出中２回
停止中月１回

10 Bq/L20測点（表層） 放出中１回

海水浴場６測点（表層） 年２回

γ線核種 ３測点（表層）
放出中２回
停止中月１回

セシウム137:
1 Bq/L

精
密

トリチウム 29測点（表層＋9測点底層）

年４回
※うち少なくとも１回
は、原則として放出停
止中に実施

0.1 Bq/L

主要７核種 ３測点（表層） 年４回 ※１

測定・評価
対象核種※２

３測点（表層） 年１回 ※１

水生生物
（魚類）

トリチウム（FWT） ３測点 年４回 0.1 Bq/L

トリチウム（OBT） ３測点 年４回 0.5 Bq/L

炭素14 ３測点 年４回 2 Bq/kg生

水生生物
（海藻類）

ヨウ素129 ２測点 年２回 0.1 Bq/kg生

※不測の事態には柔軟に対応することとする。
※１：詳細は資料２－１別紙１を参照
※２：核種存在比等から評価することとされている核種は、従前どおり除外
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